
社会保障制度改革の提言
（その１）　年金制度改革

１） 少子・高齢化の進行の中で世代間扶養に原点をおいた公的年金システムは、抜本

的改革が必要な局面に入ったものと考える。したがって、２０００年度中に内閣直轄の

公的年金改革のための政府委員会を設立し、２００２年度までに「年金給付の削減率

は現役世代の負担を考慮し、どの程度であるべきか」等、「公的年金のあるべき姿」に

ついての委員会案を提出すべきである。

２） 厚生年金基金代行部分は、もはや民間企業にとって運営することが困難であり、返

上すべきである。

３） 代行部分返上後の統一企業年金法制定プロセスにおいて、企業年金健全性確保の

ための予防措置の強化は必要であるが、米国的年金受給権、企業年金に対する保

険機能の付与は時期尚早と考える。

４） 確定給付型年金のある企業の確定拠出型年金への企業拠出上限２１．６万円は大

幅引き上げられるべきである。さらに、確定拠出型企業年金にも個人拠出は認められ

るべきである。

５） 企業の企業年金管理を円滑、かつ低コストで実施するために、米国マスター・トラスト

制度の本格的な日本導入が必要である。

２０００年３月　経済同友会社会保障改革委員会
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Ⅰ．要約と結論

１. 必要となる公的年金の抜本的改革

１) 公的年金は巨大な積立金残高があるものの、基本的には世代間扶養のメカニズムによって運

営されている。厚生年金では、現役世代（労使折半）の所得の１７．３５％が年金世代の給付（代

替率５９％）に使用されているのである。現状の公的年金は高齢化の進行により給付総額が肥

大化する一方、少子化により現役世代の維持が困難となっているため、現役世代の保険料率

を大幅に引き上げる必要に迫られている。

２) 新厚生省案の厚生年金標準給付額（２３．７万円）は高齢者の平均消費額（２５．７万円）の９

２％であり、この水準は高すぎると言えよう。この給付を保障するために、保険料率を現行の１７．

３５％から２０３０年までには、２７．６％にまで引き上げる必要があると説明されている。このこと

は現在の現役世代の厚生年金保険料支払い２２兆円が、２０３０年、６６兆円へと増加すること

を意味する（現役従業員及び企業で折半の負担）。この現役負担を図で示すと、下図のようにな

る。

６６０兆円

６６０兆円

３０年

２２兆円

６６兆円

つまり極端に単純化して述べれば、今の保険料率で固定できれば現役負担は今後３０年間で

６６０兆円であるが、２７．６％の保険料率にまで引き上げられれば現役負担は１３２０兆円、２倍

となる。

３) このような保険料率の引き上げは、現役世代としては許容できない。したがって、公的年金の抜

本的改革が必要である。改革の原点は、①現役の負担率を軽減し、世代間に生じる不公平を

出来るだけ調整する（Ｐ６３参照）、②経済変動、人口動態から、より中立的なシステムとする、③

公的年金の所得代替率の低下に対して自助努力の道を準備することが考えられよう。

４) ２００５年から２０１０年にかけて、戦後のベビー・ブーマーは年金受給者となる。一度確定した年

金受給権は変更できない。つまり、総年金給付額の急増が間近に迫っているのである。一方、

公的年金財政計算は５年に１回実施され、この時年金改革も併せて行われる。財政再計算の

スケジュールは、２００４年度、２００９年度である。２００９年度では遅すぎる。２００４年度に公的

年金大改革が実施されねばならない。したがって、２０００年度に内閣直轄の政府委員会を設立

し、「公的年金のあるべき姿」についての最終案を２００２年度までに完成すべきである。そして、

①年金給付の削減率は現役世代の負担を考慮し、どの程度であるべきか、②目標を達成する

ための手段としては何が適切か、の２点について検討されることが期待される。また、委員会に

おいては年金と税制が同時に論議されるべきである。目標達成手段としては、以下の３案が考

えられよう。
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（第１案：厚生年金保険の民営化）

５) 基礎年金を国家に残し、報酬比例部分を確定拠出型年金に移行させる（更に移行後の拠出率

を固定化させる）。米国ソーシャル・セキュリティ改革案では、確定拠出型年金の導入が論議され

ている。英国でも公的年金報酬比例部分から確定拠出型個人年金への移行が続いており、ス

ウェーデンでも公的年金の一部に確定拠出型年金が採用されている。したがって、日本でも公

的年金の一部を確定拠出型年金に移行させることは検討されて良い。

６) 民営化の課題は２点である。①報酬比例部分の確定拠出型年金への移行に際し、単純に考え

れば国家は３３０兆円の国債発行を必要とする。これをどのように工夫するか。確定拠出型とは、

自分の口座に各人が入金し、自分の老後の備えのために自己責任で運用することである。一

方、現状では現役世代が年金世代のために資金を移転させている。このため確定拠出型の導

入（自分のおカネは自分の口座に入れてしまう）は、極端な言い方をすれば「年金生活者に対

する敵前逃亡」となり、国家は年金生活者への給付を賄うために累計で３３０兆円のファイナン

スを必要とするのである。

７) ②基礎年金と報酬比例の切り分けをどうするか。現状の厚生年金保険は下図のように、給付は

報酬比例、基礎年金が明確に区分けされているが、ファイナンスサイドは自営業者は定額、サ

ラリーマンは報酬比例であり、さらに専業主婦は保険料支払いを行っていないが基礎年金給付

が受け取れる。ファイナンスサイドが曖昧なルールとなっている中で基礎年金給付の４９％がサ

ラリーマンＯＢ向けであるにも関わらず、基礎年金ファイナンスの６５％を現役サラリーマンが支

払っている。この報酬比例と定額の拠出、専業主婦をどのように再整理し、サラリーマンの賃金

の１７．３５％のうち何％を報酬比例とするかが切り分けにおける課題となる。

報酬比例

基礎年金

（除く公費分） 自営業者

サラリーマン （報酬比例）

（定額）

給付 拠出

８) この問題を避けて通る手段が基礎年金全額を公費とする主張である。しかし、２０３０年の基礎

年金支払い額は５５兆円に達するものと予想される。この全額を公費とするためには、例えば消

費税でファイナンスする場合、９％分となる（現在の公費負担４兆円）。また、英米の基礎年金に

公費は投入されておらずドイツでも２５％程度と言われている。カナダでは基礎年金は全額公

費でファイナンスされているが、その給付額は生活保護費としての位置づけである。日本でも、

自分の老後の備えは自分で準備する保険原理は残すべきであり、税の投入は基礎年金の１／

２が限度であろう。とするならば、専業主婦の処理、定額と報酬比例による拠出の問題にメスを

入れる必要があろう。
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（第２案：スウェーデン方式）

９) ９９年スウェーデンは、世代間扶養の公的年金システムに革新をもたらした。日本の給付計算

式（報酬比例部分）は、各人のインフレ調整後の生涯所得平均値に対して一定比率の給付を

行うものである（一定比率が７０％と言うことは、各人の平均生涯所得の７０％を給付することで

ある）。したがって現役世代に対する年金世代の比率が上昇し、一定比率を変更しない場合、現

役の保険料を大幅に引き上げる必要が生じる。つまり、人口動態の変動が賦課方式の弱点な

のである。

１０) スウェーデンでは、この問題を以下のように解決した。基礎年金と報酬比例の区分をなくし、サ

ラリーマンも自営業者も報酬比例での拠出とする。各人が年金世代となったとき、過去に拠出し

た保険料累計をインフレ調整する。そして、その金額を平均余命で割った金額を年金給付額と

する。例で示すと「あなたが過去拠出した金額の合計は６０００万円です。今の６０歳の平均余

命は２０年なので、年３００万円の給付です。平均余命が３０年になりました。したがって年金給

付は２００万円です」というシステムである。そして、自分の拠出した分が多ければ給付が改善

するので自分の努力が年金給付にストレートに反映される。もちろん、給付額には最低額が設

けられており、生活保護的配慮も行われている。平均余命を導入することにより、高齢化の進行

から公的年金システムが中立化されているのである。更に特殊な賃金インデックスを使用して、

現役世代が低成長のときは年金給付を一部切り下げる（好調なときは切り上げる）「痛み分け」

のシステムも合わせて導入された。世代間扶養とは「親への仕送りの社会化」である。子どもた

ちがつらいとき、親への仕送りを若干引き下げても良いはずである。この「痛み分け」システム

は日本でも平均余命の導入と合わせて検討されてよい。

１１) スウェーデン方式の日本への導入に際しての課題は、①自営業者も報酬比例で拠出する必要

があること、②スウェーデンでは女性の社会進出比率が高く、専業主婦問題を考慮していない

ことを日本でどうするか、である。また、③特殊な移行問題も抱えている。

（第３案：現行制度のマイナー・チェンジ）

１２) 民営化もスウェーデン方式も目的は年金世代への給付を下げ、現役世代の負担を明確にする

ことである。それとともに、人口動態等から中立的な年金システムをどのようにして再構築する

かということにも配慮がある。したがって、現行制度のマイナーチェンジで同様な目的を達成しよ

うとすることも考えられる。

１３) 現行制度をベースに大胆な給付切り下げを基礎年金、報酬比例の両者に対して行うことが第３

案である。しかし単純な切り下げでは、現行制度の弱点、つまり高齢化の進行に対応できない。

高齢化に対して中立的な年金システムは、自己積立型の確定拠出型年金である。したがって、

年金所得代替率の低下に対する備えと、公的年金の人口動態変化からの中立を目指して、確

定拠出型年金を公的年金システムを補完する制度として準備する必要がある。また、新制度の

透明性を確保するために、保険料のうちサラリーマンの報酬比例部分は何％であるかを明確

にすべきである。このことによって、基礎年金は基礎年金だけで議論することが可能となり、報

酬比例は労使全体の問題として（自営業者の立場を考慮する必要なく）検討することが可能と

なる。
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２. 最終段階を迎える企業年金改革

１) 我が国企業年金にとって９０年代の投資環境は非常に厳しいものがあった。バブル崩壊以降の

株価低迷、及び異常低金利のために企業年金の運用は５．５％の予定利率を達成することが

困難であった。このため、９０年代央にかけて企業年金には巨額の積立不足が発生することと

なり、企業年金に係わる制度改正が開始された。

２) まず実施されたことは、今後の積立不足の発生を阻止するための企業年金予定利率設定の自

由化である。また、運用効率改善の阻害要因であった資産運用にかかわる５：３：３：２ルールの

撤廃も実施された。

３) ９８年に入り、企業会計審議会は企業年金財政に関して国際会計基準とほぼ同様のディスクロ

ージャ規定を導入することを決定した。企業年金積立不足が完全に開示されることは、日本企

業の格付けにマイナスのインパクトを与え、資金調達コストの上昇につながることが懸念視され

た。

４) ９９年に入り、企業年金積立不足に対処するために、①企業年金プランに対する現物株式拠出

を求める動き、②持合株式を有価証券管理信託という器に移し、従業員の退職給付にのみ使

用するとの条件を付した場合は、会計上この有価証券管理信託を社外に準備されている年金

財産と認めるべきとの提案があった。①は２０００年の国会を通過する見込みである、②は９９

年８月公認会計士協会から承認された。更に、③９９年１２月の自民税調において確定拠出型

年金に関する税制がある程度承認されたことで、２０００年末から日本に確定拠出型年金が導

入される。

企業年金改革の動き

代行返上論の台頭

厚生年金基金代行部分 適格企業年金・厚生年金基金加算部分

退職給与引当金

年金数理債務（ＰＢＯベース）

企業年金積立不足
社外年金財産

（生保、信託、投

資顧問運用分）

有価証券管理信託

（保有株式の社外

財産化）

現金のみでなく保有

株式の現物拠出

銀行不良資産問題と

クレジット・クランチ

現物拠出の必要性と

持合維持

年
金
時
価
会
計
の
導
入

就
業
規
則
の
不
利
益
変
更
と
合
理
性

①②

④

確定拠出型年金の導入

③

５) 現物株式拠出の承認、有価証券管理信託の導入により、日本企業は会計上の積立不足を大き

く削減することが可能となろう。また、確定給付型年金において予定利率の自由化が達成され
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れたことで、確定給付型年金での積立不足発生の確率は低下しよう。更に、導入された確定拠

出型年金の制度改善が進めば企業にとって導入が容易なものとなり、企業年金運営に係わる

経営リスクも大きく削減できよう。

６) 有価証券管理信託は一層の改善が必要である。この信託は、会計上の積立不足削減をもたら

すが、年金プランの積立不足とは関係がない。したがって、「持合が不要となった有価証券管理

信託に組み込まれていた株式を非課税で年金プランに注入できる」パイプを準備すべきである。

３. 厚生年金基金の代行返上

７) 日本の企業年金の一つである厚生年金基金は、厚生年金保険の一部分を国に変わって運用

している。この部分は代行部分と呼ばれているが、その返上が必要と考える（前図の④）。９０年

代の株安、異常低金利のため、代行部分にも巨額の積立不足が発生してしまった。つまり、基

金は代行部分のない適格退職年金ならば発生しなかった積立不足までかぶってしまったので

ある。更に、新たに導入される年金会計においては代行部分まで含めて積立不足を開示するこ

とが義務付けられた。このため、他の事情を一定とした場合、厚生年金基金採用企業の会計上

の積立不足は、適格退職年金採用企業より深刻となる。このことは、格付けの低下につながり

かねない（代行部分の年金資産２４兆円、仮に年金会計での割引率を３．５％とした場合、１１兆

円の積立不足が発生するものと予想される）。

８) 本来、企業年金は従業員の退職給付のみに対して責任を負うべきものであり、公的年金は国

家の仕事のはずである。この両者が厚生年金基金のなかで混在してしまったことは、実は歴史

的産物である。

９) 昭和４１年に厚生年金基金制度が導入されたときの課題は、厚生年金保険の給付と退職金と

の調整であった。つまり、下図のように報酬比例部分と企業の退職給付を合体させ、融合型給

付として全体の退職給付のレベルを調整しようとしたのである。したがって、厚生年金基金を調

整年金と呼ぶ時代があった。

報酬比例部分

定額部分

企業の退職給付

代行給付

調整年金

（融合型給付）厚生年

金保険

の給付

年金基金

の給付

１０) しかし、代行は代行、加算は加算として存在し、私的年金の中に公的年金の一部が融合される

ことなく存在し続けることになったのである。

確定部分

再評価・スライド

加算部分

代行給付
厚生年

金保険

の給付

年金基金

の給付

定額部分

（代行）

１１) ８０年代後半、高齢化の進行、経済成長率の減速を背景に公的年金の改革が開始された。この

ため、厚生年金保険本体の改革が、私的年金の中にある代行部分に多大なインパクトを与える
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えることとなっている。今回の本体予定利率引き下げ、凍結指令による最低責任準備金規定の

導入は、その良い例である。私的年金の一部が公的年金本体とつながっていることが母体企業

の経営リスクの上昇をもたらしている。また、公的年金の抜本的改革のためにも公的年金財産

の一部が民間にあることは無用の混乱を生み出す。私的年金は私的年金として自立し、公的

年金は公的年金として行動できる体制が望ましい。

１２) したがって、厚生年金基金代行部分の返上が必要である。返上に際しては、凍結指令による新

しい最低責任準備金に見合う資産を現物で返上することを可能とする法律案を早急に国会に

上程すべきである。信託銀行、生命保険会社は企業の代行返上に可能な限り協力することを

要望する。

１３) なお、代行部分を返上することが可能となれば、加算部分のみからなる厚生年金基金と適格退

職年金を統一企業年金法のもとで一元管理することが可能となる。現状では、基金には実質的

に特別法人税がない。基金は企業拠出金を返還できないが適格退職年金は可能等、不整合が

目立つ。さらに、一元管理となれば二度とこのような積立不足を発生させないための予防措置

も統一的に導入でき、従業員の退職給付のより一層の保全が可能である。

４. 統一企業年金法の課題

１４) 代行部分返上後の厚生年金基金加算部分と適格退職年金に対する企業年金規制をどのよう

に考えればよいのであろうか。近年、従業員の退職給付を保全するために、企業年金に対して

年金受給権の導入、万一の時の備えとして企業年金に対して米国的な年金給付保証機能を付

与すべきとの論議がある。これらの主張は米国企業年金規制をモデルとしているので、まず米

国における企業年金規制を要約する。なお、米国に退職給与引当金制度はない。

１５) 米国ＥＲＩＳＡ法は、日本の機関投資家にとっては、プルーデントマン・ルールを定めた法律と考

えられている。しかし法文を見れば、その大半の条項は企業年金加入者の権利保護に関する

規定であり、ＰＢＧＣ（年金給付保証公社）に関する条項も含まれている。ＰＢＧＣとは銀行預金

に対する預金保険機構の企業年金版である。すなわち企業年金プランより保険料を徴収し、企

業倒産が生じた時、その企業の年金財産がＡＢＯに満たなかった場合にその差額保証を行う

企業年金版預金保険機構である。ＰＢＧＣは保証を行うことに先立ち、企業年金の母体企業の

残余財産に対して一定の先取り特権が認められている。

まず、米国における年金受給権を説明する。

① 米国では勤務期間が長くなるにつれて年金給付額が増加していく。例えば、Ａ氏が１５年間

勤務しており、今年の給与が４０万円であったとする。この時、Ａ氏に定年以降毎月給付され

る年金額は、以下のように６万円となる。

（毎月の年金給付） ＝ （最終給与） ×（勤続年数） × （乗率）

　 ６万円 ＝ ４０万円 × １５年 × ０．０１

② この６万円は従業員の過去の勤務見合によって発生したものであり、給付の引き下げを企

業が実施することは制度上許されない（ＯＢへの年金給付はもとより、中途退職者への給付

も変更できない）。米国では企業年金は給与の後払いであり年金給付に対する従業員の権

利はＥＲＩＳＡによって保障されているのである。

③ 上記のように計算して得られる全従業員の現在持っている年金受給権（将来、定年時以降
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毎年受け取ることのできる年金給付額の全従業員合計）の現在価値が清算基準の年金債

務（ＡＢＯ）である。したがって、企業としてはＡＢＯに見合う年金資産を社外に準備しておけ

ば従業員の現在の年金受給権は保全されていることになる。

１６) つまり、米国ではＥＲＩＳＡ法により法的に年金受給権が定められた。従業員の過去の勤務期間

見合いによって発生した受給権を企業は減額することは出来ないのである（逆に述べるならば、

企業年金がＡＢＯベースでフル・ファンディングなら、企業は企業年金を中止することが出来る）。

この従業員の年金受給権を守るために、ＰＢＧＣは母体企業が倒産し、企業年金にＡＢＯベース

での積立不足があった場合、母体企業の残余財産に対して先取り特権を持つ。このことによっ

ても積立不足を解消できなかった場合はどうなるのか。法的な年金受給権を「絵に描いた餅」と

しないために、米国ではＰＢＧＣが年金給付を保証することとしたのである。

ＰＢＧＣの年金給付保証の原資は企業年金からの保険料収入である。したがって、健全な企業

年金運営を行っている企業から見れば、安易な年金運営を行って倒産企業の年金受給権をＰ

ＢＧＣが保証することには反対する。なぜなら、自分たちの保険料の値上がりにつながるからで

ある。このため、ＰＢＧＣは事前予防の立場から早期警戒システムを導入せざるを得なくなった

のである。

米国における年金受給権とＰＢＧＣ

法的に年金受給権を確定する

　（給与）×（勤務年数）×（乗率）＝（定年後の毎月の年金額）

確定したものは、決して減額してはならない

母体が倒産したら、ＰＢＧＣは先取特権を持つ

それでも不足したら、ＰＢＧＣが

保証する（ＡＢＯベース）

（予防）追加拠出義務、コン

トリビューション・ホリデー、

ディスクロ、差別的保険料

健全な年金運営の企業の

支払い保険料が上昇する

おかしな企業に対してＰＢＧ

Ｃは、早期警戒システムを

導入する

ＡＢＯベース、フ

ルファンディング

なら解散して良い

会社更生法下に入れば、過去の受給権は

減額出来ないから凍結しかない

また、年金受給権の確定は凍結制度を生み出すこととなる。企業年金に積立不足があったとき

に、母体企業の収益が大幅に悪化し、会社更生法が適用されたとする。債権者が債権放棄す

れば、従業員も譲歩が必要となる。しかし、過去の勤務に見合う年金受給権は減額できない。し

たがって、制度を凍結し、勤務期間が増加しても年金受給権を現状のままとして、企業は過去の

積立不足を埋め合わせるだけの拠出をすればよいこととなる。以上が米国での年金受給権とＰ

ＢＧＣの関係である。

１７) 一方、企業年金が健全に運営されていれば、以上のような問題は起こらない。企業年金が健全

に運営されていれば、従業員の老後の年金額は保証されるのである。したがって、万一のとき
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きどうするのかとは別に、企業年金に対して予防措置を強化しておくことも重要となる。ＰＢＧＣ

は差別的な保険料率を導入して予防措置としているが、米国での企業年金に対する予防措置

の主役は税法である。

本来の企業年金に対する予防（「財政の健全性確保」）措置はＥＲＩＳＡの精神を受けた税制面か

らのコントロールによって実施されている。米国における企業年金規制：①年金プランの標準拠

出額を下回って拠出が行われた場合は、そのマイナス額に対して通常の法人税に加えて１０％

のペナルティ・タックスが課される。②年金資産がＡＢＯベースの年金債務を大きく下回った場

合は、企業に追加拠出義務が発生し損金算入が認められる。③企業年金資産がＡＢＯの１．５

倍を越した場合、これ以降の企業拠出に対しての損金算入を認めない（コントリビューション・ホ

リデー）。以上の①～③に加えて、差別的保険料がＰＢＧＣから徴収され積立不足企業へのプレ

ッシャーとなっている。

１８) 以上が従業員の退職給付をより確実にするために米国当局が準備した年金制度である。では、

英国ではどのようになっているのであろうか。日本の年金システムは英国を範としており、米国

との比較のみでは方手落ちとなろう。まず、予防措置である。①英国ではＡＢＯベースで企業年

金財産積立比率を１００％以上に保つ必要がある（最低積立比率規制）。②ＰＢＯ（将来の給与

の伸びまで見込んだ予測年金給付債務）ベースで積み立て比率が１０５％を越した場合は、ａ）

給付水準を増加させる、ｂ）拠出を削減または停止する、ｃ）法人税支払い後企業へ還付する、

との手段を執ることが認められている。

１９) 英国における企業年金の給付保障：米国のＰＢＧＣは、母体企業が倒産した場合、企業年金

（確定給付型年金）の積立不足があったときに年金給付額を保証するものである。一方、英国

のＰＣＢ（年金補償委員会）は、母体企業が倒産した場合、企業年金の積立不足が「不正行為

による基金からの資金引出が原因」のケースのみ補償する。資産運用のパフォーマンスが悪く

予想運用利回りに満たなかった場合は救済されない。英国が「不正行為」のみを対象範囲とし

た理由は、①米国のＰＢＧＣを導入すると年金運営コストが割高なものとなる、②最低積立比率

規制により企業年金の大幅積立不足は予防できる、と判断したためと考えられる。企業年金の

給付保証について、英米は異なった判断を示していることはまず認識されるべきである。米国

は年金受給権を「絵に描いた餅」としないため年金給付保証機能まで準備したが、英国はその

前で止めたのである。

２０) 英国では、ＡＢＯベースでの年金債務に対して現実の年金資産を基本１００％とすることを求め

る最低積立比率規制が企業年金の健全性確保の中核となっている。この積立比率規制の導

入と、その数値を年金プラン参加者に完全にディスクローズすれば、企業年金の破綻の大半は

防げるものとの判断がある（「万一の時への備え」を準備するのではない。予防措置を徹底的に

強化することが企業年金プラン維持のために必要）。では、日本はどうするかである。

５. 日本における年金受給権

２１) 日本のサラリーマン３３００万人のうち企業年金のないサラリーマンは１５００万人と推定されて

いる。企業年金のないサラリーマンにとって自分の勤務している企業が倒産したとき、退職給付

の備えが社外に準備されていないため、規則通りの退職一時金を手にすることは極めて困難

である。また、企業年金のあるサラリーマンの場合は、退職給付が企業年金と退職給与引当金
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当金によってファイナンスされているケースが多い。このため、企業倒産時に退職給与引当金

見合い部分の確保には問題が多い。

２２) したがって従業員退職給付の保全を真に目指すならば、従業員の退職給付の財源を社外に準

備するための様々な施策がまず必要であろう。退職給付の一部を占めるに過ぎない企業年金

部分に英米的な年金規制を一気に導入する環境が今の日本にあるのだろうか。

２３) 企業年金部分に米国的な年金受給権を確定させたならば、①従業員が今日までに獲得した権

利は減額することができない、②ＯＢに対する年金給付額は決して変更することは出来ないこと

となる。従業員にとっては、年金給付は賃金の後払いとなり極めて有利であるが、終身雇用制を

前提とし、解雇権に対して厳しい判例法を持っている日本において、母体企業収益が大幅に悪

化したとき、ＯＢに対する給付も変更できない、従業員に対する過去の勤務に係わる年金受給

権も変更できない場合、企業はその年金負担に耐えられるのであろうか。日本的な労働慣行を

前提とすれば、退職給付の一部に年金受給権を確定することについて慎重な判断が必要とな

ろう。

２４) 更に高齢化が急速に進行することも考慮に入れなければならない。下表は、労働省推計による

２０１０年の労働力人口の変化である。

表に見られるように、仮に日本が一つの株式会社だと仮定すれば、２０１０年には５５歳以上の

労働力人口は１５～２９歳を上回る。そして、この５５歳以上の人々はまもなく年金生活者となる。

とりわけサービス社会の進行、海外生産比率の上昇が続くなかで、製造業大企業ではＯＢの数

が現役従業員を上回る公算が大きい。この時、ＯＢの確定した年金受給権は変更できないと規

定することは、企業経営側にとってはリスクである。日本的労働慣行、高齢化の進行を考慮する

ならば、今、年金受給権を法的に確定することはリスクが高いものと判断されよう。したがって、

当報告書においては、米国的な年金受給権の導入は時期尚早と考えた。

（単位：万人）

１９９８年（Ａ） ２０１０年（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

１５～２９歳 １，６３１ １，２３１ －４００

３０～５４歳 ３，５９３ ３，５５０ －４３

５５歳以上 １，５７０ １，９５４ ３８４

２５) 米国ＰＢＧＣ的な私的年金給付保証機構の導入についても、その運営コストの高さ、及び母体

企業のモラルハザードの問題もあり、不要と考える。ＥＲＩＳＡ導入以降の米国における企業年金

加入率（全従業員にしめる企業年金のある従業員）は、事実、全く上昇していない。従業員の退職給

付を保全するために様々な規制を導入することは必要である。しかしその規制が高い運営コストを

伴った場合には営利企業にとって導入はためらわれ、結果として企業年金制度の普及は伸び悩む

ことになるのである。企業の収益状況からみて無理のない企業年金規制が最終的には従業員の退

職給付の保全につながるではなかろうか。ただ従業員の退職給付を保全するために予防措置を

強化する必要はある。企業年金が健全に運営されていれば、従業員の退職給付は保全される

のである（現在、厚生年金基金加算部分に適用されている最低積立基準計算式を強化し、回復

期間を短期化することが必要になる）。したがって、厚生年金基金の加算部分と適格退職年金を

統一的に管理する統一企業年金法のイメージは以下のようになろう。
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６. 統一企業年金法のイメージ

１） 運営形態 ：基金方式（母体企業とは別法人）を原則とする。

２） 給付 ：終身年金を原則とし、一時金選択も認める。

３） 拠出 ： 企業拠出合計値≦（全従業員給与合計）×αとする。αは現状

の企業年金に対する拠出額データから決定する。この拠出上限

が同時に損金算入限度額となる。個人拠出は所得控除による拠

出限度額を定める（２６）参照）。

４） 内部留保 ：基金は内部留保をバッファとして持つ（継続基準における積立比

率１００＋α％を目指す）。内部留保があるレベルを上回った場合

は、企業拠出の減額を認める。企業拠出の基金からの返還は認

めない（２７）参照）。

５） 税 ：特別法人税の廃止、運用時非課税とする。

６） 予防措置 ：厚生年金加算部分を対象とした最低積立基準を強化し、かつ基

準を下回った場合は急速に回復させることを求める。回復命令下

の企業拠出は全額損金とする（２７）参照）。

７） ディスクロージャ ：最低積立基準が達成されているか否か等をプラン参加者全てに

開示する。

８） 年金給付保証機能 ：不要と考える。

９） 破産法の修正 ： 母体企業倒産時に企業年金が最低積立基準を下回っていた場

合は、その不足分を破産財団に対する優先破産債権とする。

１０）組織変更 ：確定給付型年金が最低積立基準を満たしている場合は、労使合

意の下で、解散（ｅｘ．合併により新年金ファンドを創設するため）、

分割（企業分割、営業権譲渡の場合）、他の制度（例えば確定給付

型から確定拠出型）へ移行することを認める。

２６) 日本では確定拠出型年金の導入によって、企業年金は確定給付型年金と確定拠出型年金の

二つの種類に分かれる。今回、企業年金のない企業の従業員に確定拠出型年金への個人拠

出が認められた。確定給付型年金にも厚生年金基金の場合、個人拠出が認められている。した

がって、企業年金に対する拠出のあるべき姿をまず定めることが生産的であろう。「企業年金

（確定給付、確定拠出を含む）に対する企業拠出は従業員課税所得合計の一定比率以下とす

る」、「個人拠出については拠出上限額を定める」。これを最終形として考えたらどうであろうか（つ

まり、年金のための課税繰延の範囲を明確にする）。このように最終形を設定するならば、上記

３）の提案となる。統一企業年金法下では、確定給付型年金に対する企業拠出額合計を総給与

の一定比率以下とする。この比率は、現行の各社の拠出動向より計算する。比率以下の範囲

の拠出額は所得控除とする。個人拠出については拠出上限額を定め、その範囲内での拠出方

法は個々の企業にゆだねる。確定拠出型年金の普及に合わせてこの比率を変更し、確定拠出

型年金までも含めた統一的な企業年金拠出限度ルール策定を目指すべきと考える。

２７) 米国での企業年金規制は二つの面から行われている。一つ目は継続基準に基づく年金プラン

規制である。数年に一度実施される財政再計算の結果、積立不足が発生した場合、その積立
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不足は単純化すれば何年かの分割入金によって埋められていく（継続基準の財政チェック）。企

業が永遠に継続する場合はこれで問題はない。しかし、この過程で企業倒産が起きたとき、従

業員の年金資産は完全には保全されない。したがって継続基準の他に、企業に万一のことが

あった場合に企業年金にどれだけの年金資産があればよいかが考慮されなければならない。

これがもう一つの面からの規制であり、清算基準による年金財政チェックと呼ばれている。米国

では、この指標としてＡＢＯが用いられる。しかし、これは年金受給権を前提にした考え方である。

日本では別の指標が必要となる。当報告書では、二つの財政チェック方式の各々に対して予防

措置の立場から提案を行う。まず、継続基準である。適格退職年金では継続基準で見て積立比

率が１００％を越した場合は、企業拠出の返還が認められている。しかし企業年金の健全性確

保の立場からは、企業年金プランに内部留保が必要と考える。したがって、積立比率１００％＋

αを目標とし、これを上回った場合は企業拠出の減額を認めるものとした。ただし、企業拠出を

返還することは認めない。次に企業が倒産した場合、企業年金プランにどれだけの財産が確保

されているべきであろうか。これが清算基準の財政チェックである。現状では、厚生年金基金加

算部分に清算基準的な規制がある。しかし、現状の最低積立基準は極めて甘いチェック指標で

あり、この強化が必要となる。当報告書としては、最低積立基準として会計処理に用いられたＰ

ＢＯを使用することを提案する。ＰＢＯと自己都合の退職金テーブルは極めて似た動きを示す。

したがって、退職一時金の要支給額に見合い、かつ年金受給者のための年金資産まで含めた

指標としてはＰＢＯが適切であろう。会計実務的にも、就業規則上の退職金テーブルのうち企業

年金見合いのＰＢＯが計算され、退職給付引当金見合いのＰＢＯが計算され、両者が合算され

てＰＢＯとなる。したがって、企業年金部分見合いのＰＢＯに対して一定の積立比率を求め、下

回った場合は急速な改善命令を行うシステムを清算基準の財政チェックとすることを提案する。

７. マスター・トラストの重要性

２８) 過去５年間、国内企業年金制度改革は９０年代に発生した巨額の積立不足に対してどのような

対応をすべきかの観点で実施されてきた。このため「母体企業の企業年金の管理をスムーズ

かつ低コストで実施するためには」の観点が欠落していた。そろそろこの視点からの改革を目

指すべきである。とりわけ、連結決算の導入が目前に迫ってきている現在、大企業財務部門に

とっては連結対象企業の年金会計を正確に把握する必要に迫られており、企業年金管理をス

ムーズかつ低コストで実施することに対するニーズは高い。しかし、我が国企業年金は年金信

託制度があったために、年金資産が多くの信託銀行に分散され、その統一的管理が遅れてい

た。しかし２００１年３月期より年金時価会計が導入される。企業財務部門から見れば、年金時

価の正確かつ迅速な把握は最も重要なテーマとなる。したがって、企業年金資産は一受託機関

が全額管理することが望ましい。そして、米国企業年金市場ではすでに普及しているマスター・

トラストと同様なサービスを国内信託銀行は実施すべきである。

２９) 米国マスター・トラストとは「商業銀行信託部門が単一の信託契約として基金の年金資産を受

託し有価証券の管理や報告などの管理業務を行う仕組み（企業年金財産の単一トラスティ制）」

である。トラスティが一つであることで、①基金は一つの銀行と資産管理や報告のやりとりをす

れば済み、②コミュニケーションが標準化され、③当局へのリポーティングが簡素化され、④投
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④投資運用会社委託資産の評価価格を迅速かつ同一基準で手に入れられ、⑤年金資産を動

かすことなく投資運用会社を変更できる、⑥基金の分割、統合が容易になる。マスター・トラスト

のサービスは三つの部分からなる。①通常の証券の保管、決済及び報告資料作成、②年金資

産が一元化されていることでセキュリティ・レンディングが容易となり、かつ効率的なキャッシュ・

マネジメントが可能となる、③母体企業と銀行信託部門がオンラインで接続されることにより、①、

②がリアル・タイムで把握可能となり、さらに各投資運用会社が投資方針に沿って運用している

か、各々のパフォーマンスはどうなっているか、全体ポートフォリオがどのようになっているかが

詳細に分かる。例えば東欧で格付けが急低下したソブリンがあったとき、その債券を保有してい

るか否かも容易に判断できる。つまり、投資運用会社に運用を委託しているものの、母体企業

側が少人数で自分のポートフォリオや運用会社の行動を正確に把握でき、年金資産の管理が

容易となるということで、８０年代以降米国では急速に普及した。

３０) 国内信託銀行の多くは米国マスター・トラスト制の日本導入を標榜している。しかし内容を見る

と、価格情報面での一元化には積極的であるが、受託財産の一元管理については曖昧である。

重要なことは消費者サービスの改善であり、受託財産の一元化を前提とした米国マスター・トラ

スト制の日本導入を目指すべきである。このことにより、国内企業年金は効率的な企業年金管

理（ファンド・マネジャーを変更しても企業年金管理体制に何の変化もない）、低コストでの企業

年金運営（自己の年金の余剰キャッシュのコントロールが容易、評価基準は全財産が一元管

理されているため容易）が可能となるはずである。

８. 確定拠出型年金の課題

３１) 確定拠出型年金の拠出限度額は以下のように決定された。①自営業者年８１．６万円、②企業

年金のない企業の従業員は年１８万円の個人拠出、③企業年金を確定拠出型年金のみで構

築する場合の企業拠出４３．２万円（個人拠出はなし）、④確定給付型と確定拠出型の併用の場

合、確定拠出型の企業拠出は２１．６万円（個人拠出はなし）。極めて単純化すれば、中小企業従

業員のための個人拠出、中小企業が確定拠出型で企業年金制度を導入することの承認であり、

中小企業分野における退職給付制度の強化である。

３２) しかし、一般企業にとっても①企業年金運営に伴う経営リスクの削減、②労働市場の流動化対

応のため確定拠出型年金は必要であり、確定給付型年金のある企業の確定拠出型企業年金

に対する企業拠出限度額の大幅引き上げが必要である。次に、確定拠出型企業年金に対して

も個人拠出が認められるべきである。


